
令和２年度当初予算の概要

１.　予算編成方針

①  吉賀町まちづくり計画(総合計画)に基づく取り組み

②  吉賀町総合戦略の推進

基本目標１　安心して働ける「しごと」をつくる

基本目標２　「結婚」「出産」「子育て」の希望をかなえる

基本目標３　新しい「ひとの流れ」をつくる

基本目標４　「協働と連携」により住みよいまちをつくる　

③　吉賀町公共施設等総合管理計画との整合

④　第４次行政改革計画・財政健全化計画の遵守  

⑤  持続可能な財政基盤の構築

本町の財政運営の状況は、歳入面では総額の約半分を地方交付税が占めていま
す。また普通交付税の合併算定替による措置が、本年度が最終年度となり,収支不足
に対応するため基金の取崩しによる繰入金が年々増加し、基金残高も減少していま
す。

歳出面では、少子高齢化の進展等に伴う社会保障経費の増加、公共施設の維持補
修や更新に係る費用が膨らみ、中長期的に公債費も伸長する見込みです。これまで
の財政健全化の取り組みもあり、財政健全にかかる指標は改善に向かっていたもの
の、将来の財政状況については公債費等の増加により非常に厳しい状況にありま
す。

こうした状況においても、社会経済情勢の変化に対応し、住民福祉の充実と多様
化する住民ニ－ズにも対応しながら自立的に発展していける快適で活力ある町づく
りを目指していくことが求められています。

令和２年度当初予算においては、吉賀町まちづくり計画に基づく取り組みと、
「まち・ひと・しごと創生 吉賀町総合戦略」の実行施策を着実に実行できるよう
予算の重点配分を行います。

また、持続可能で安定的な行政運営の確立を目指し取り組みを進めていくため、
行政改革計画・財政健全化計画に基づく事務事業の見直しや町税等の自主財源の確
保を進めます。



２.　一般会計歳出予算

（単位：千円／％）【第１表】目的別歳出
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令和２年度一般会計当初予算の規模は、６，８９２百万円で平成３１年度と比較
すると２７６百万円（前年度比▲３．９％）の減少となりました。
　歳出予算の目的別分類は第１表、性質別分類は第２表のとおりです。

土木費

消防費

（１）目的別歳出の状況
平成３１年度と比較すると、土木費、消防費、公債費が増加し、総務費、民生

費、農林水産業費、教育費が減少しています。主な要因は以下のとおりです。
　【増加要因】
　商工費　企業誘致・産業立地事業費の予算科目組替え及び観光施設管理費等の増
　土木費　道路新設改良補助事業費及び公営住宅等整備事業費等の増
　消防費　防災行政無線デジタル化整備による防災設備等整備事業費等の増
　公債費　５９百万円(同７．８％)の増
　【減少要因】
　総務費　地域おこし協力隊事業費及び企業誘致事業費の予算科目組替え
　　　　　選挙費等の減
　民生費　障がい者総合支援センター整備事業終了等の減
　農林水産業費　県営圃場整備事業終了の減
　教育費　吉賀中学校改修事業及び朝倉公民館整備事業終了の減
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※構成比は四捨五入で表示していますので、合計構成比が一致しない場合があります。



（単位：千円／％）
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（２）性質別歳出の状況
平成３１年度と比較すると、人件費、扶助費、公債費、繰出金等が増加し、物件

費、普通建設事業費等が減少しています。主な要因は以下のとおりです。
　【増加要因】
　人件費　会計年度任用職員制度導入及び社会保険料の性質組替えにより増
　扶助費　自立支援（介護・訓練等・医療）給付費等の増
　繰出金　国民健康保険事業及び介護保険事業特別会計繰出金等の増
　【減少要因】
　物件費　会計年度任用職員制度導入に伴う科目「賃金」廃止等により減
　補助費等　鹿足郡不燃物処理組合設備整備負担金及び社会福祉協議会補助金等
　　　　　　の減
　普通建設事業費　吉賀中学校改修事業及び朝倉公民館整備事業終了等の減

【第２表】性質別歳出

費目 Ｈ30当初 対前年比Ｈ31当初 R2当初 構成比 増　減
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※構成比は四捨五入で表示していますので、合計構成比が一致しない場合があります。



（単位：百万円／％）

（単位：千円）
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（４）特別会計等繰出金の状況
国民健康保険事業特別会計は、市町村事務標準システム導入等に伴う一般管理費

及び国保連合会負担金等を含む職員給与費等繰入分の増により５０百万（前年度比
７６．３％）の増加となりました。

介護保険事業特別会計は、施設介護サービス給付費の増及び特別会計所属職員１
名増等により２５百万円（同１３．３％）の増加となりました。

対H28比

【第４表】特別会計等繰出金当初予算比較
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（３）公債費の状況
公債費は、８２１百万円で歳出総額の１１．９％を占めています。平成３１年度

と比較すると６０百万円（前年度比７．８％）増加しています。今後も町債発行額
が償還額を上回る影響により増加することが見込まれます。
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【第３表】公債費当初予算比較

※構成比は四捨五入で表示していますので、合計構成比が一致しない場合があります。



３.　一般会計歳入予算

（単位：千円／％）
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【第５表】

（１）款別歳入の状況
歳入全体の４６．７％を占める地方交付税については、普通交付税の合併算定替

措置が終了年度となり、令和３年度より一本算定となります。一方、交付税措置の
ある公債費の増加等に伴い、平成３１年度と比較すると６７百万円（前年度比２．
１％）の増加となっています。

自主財源の割合は歳入全体の２０．７％ですが、地方創生事業に充当する等基金
の取崩しによる繰入金が６３９百万円と歳入全体の９．３％を占めています。

また、町債については、前年度より発行額が３９２百万円（同▲３０．６％）減
少したものの、公債費を６７百万円上回っているため、町債残高及び公債費が増加
する見込みであり、町債発行額の抑制及び繰上償還等の財政健全化の取組みを進め
ます。

国庫支出金については、中学校空調整備事業終了に伴う学校施設環境改善交付金
の減等により２９百万円(同▲４．４％)の減少となっています。
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1,111 0.0% ▲ 583 ▲ 34.4

0.0% 1,446

※構成比は四捨五入で表示していますので、合計構成比が一致しない場合があります。



（単位：百万円）

（単位：千円）
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【第６表】町債当初予算比較
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（２）町債
令和２年度の一般会計町債予算額は８８７百万円で、歳入総額の１２．９％を占め

ています。５箇年の推移は第６表のとおりで、平成２８年度対比は２１百万円（同
年度比２．９％）の増加となっています。

特
定
目
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基
金

森林環境譲与税基金 11,272 11,272

Ｈ３１Ｈ２９ Ｈ３０

土地開発基金

（３）基金の状況
令和２年度当初予算の主な積立ては、「まちづくり基金」に９４百万円、「森林

環境譲与税基金」に２５百万円となっています。
また、取崩しは、「財政調整基金」２６７百万円、「ふるさと創生基金」５５百

万円、「地域福祉基金」９９百万円、「まちづくり基金」１８４百万円等を計画し
ています。基金の推移は第７表のとおりです。

【第７表】基金の状況
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※構成比は四捨五入で表示していますので、合計構成比が一致しない場合があります。



4.　地方債現在高並びに当該年度末現在高見込

（単位：百万円）

5.　特別会計予算
（単位：千円、％）

（単位：千円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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【第１２表】特別会計地方債現在高及び当該年度現在高見込
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【第１１表】特別会計公債費当初予算比較

Ｈ３０

【第１０表】基金の状況

基金名 Ｈ３０末

▲ 18,532

国民健康保険基金 51,119 ▲ 9,987

1興学資金基金 47,361 6 47,367

区分 Ｈ２８

2,378 3.4

Ｈ３１ Ｒ２
増減 末見込額 積立 取崩

特
別
会
計 小水力発電基金 51,106 37,937

合計 173,776 9,424

介護給付費準備基金 24,190

農業集落排水事業 64,794 68,932

Ｈ３１

地方債現在高 7,623 7,781 8,193 8,537 8,722

地方債残高は、平成３１年度と比較すると１８５百万円（前年度比２．２％）の
増加となりました。今後も事業の見直しを行いながら発行額を平準化する必要があ
ります。５箇年の推移は第８表のとおりで、平成２８年度と比較すると１，０９９
百万円の増加となっています。

興学資金基金

【第８表】地方債現在高及び当該年度末現在高見込
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【第９表】特別会計
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5.9

246,386 10,607 4.5235,779

1,075,400

720,757 643,753

15,765

407 0.663,172 63,579

1,160,615

小水力発電事業 60,518

下水道事業 202,290

国民健康保険事業

介護保険事業

後期高齢者医療保険事業

197,070

898,013

198,749

230,801

1,095,534



６．社会保障４経費及びその他社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

社会福祉総務費 91,931 9,011 26,116 4,367 52,437

高 齢 者 福 祉 費 105,649 640 21,180 6,445 77,384

高齢者 福祉施 設費 21,478 8,000 1,036 12,442

障がい者福祉費 233,702 162,600 5,510 5,043 60,549

障がい者福祉施設費 14,183 1,090 13,093

児童福祉総務費 80,914 68,414 3,990 654 7,856

保 育 所 費 483,507 319,646 4,320 10,863 11,434 137,244

放課後 児童対 策費 50,092 30,016 4,100 1,228 14,748

母子父子福祉費 21,512 7,907 1,046 12,559

生活保護総務費 86,324 64,129 1,706 20,489

小 計 1,189,292 662,363 12,320 71,759 34,049 408,801

国民健康保険費 51,868 27,763 1,853 22,252

介 護 保 険 費 147,802 7,748 4,130 10,451 125,473

後期高 齢者医 療費 173,911 30,032 11,062 132,817

小 計 373,581 65,543 0 4,130 23,366 280,542

保健衛生総務費 232,405 193 13,700 98,913 9,195 110,404

母 子 衛 生 費 33,200 4,509 27,350 103 1,238

予 防 費 32,896 632 1,755 2,346 28,163

健 康 増 進 費 3,240 821 186 2,233

小 計 301,741 6,155 13,700 128,018 11,830 142,038

1,864,614 734,061 26,020 203,907 69,245 831,381

　※地方消費税（社会保障財源分）額は、一般財源を按分して算出。

　※表示未満について四捨五入していますので、合計額が一致しない場合があります。

財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

起　債 その他
国 　県
支出金

地方消費税
（社会保障財源分）

その他

事　　業　　名 経　　費

保
健
衛
生

合 計

社
会
福
祉

社
会
保
険

総 額 ： １，８６４，６１４千円

社会保障施策に要する経費に充てられる引上げ分の地方消費税額
135,318千円（令和2年度交付見込額）ー66,073千円（一般財源見込額）＝ 69,245千円

社会保障４経費 ＝ 年金、医療、介護、少子化対策に要する経費



７．主要事業の概要 （単位：千円）

款 1 項 1 目 1

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

継続 議会モニター謝礼　153

継続 議会だより(年４回発行)　927

継続 議事録作成委託料（本会議）　1,515

継続 島根県町村議会議長会負担金　1,833  

款 2 項 1 目 1

【主な財源】

継続 自治研修所委託費等助成金　675

【事業概要】

【主な経費】

継続 職場外研修（自治研修所等）旅費　1,447

継続 自治研修所等研修委託料　854

004

議会費

(61,806)

002

議会費 議会費

61,333

担当

国庫
（補助率）

県
（補助率）

議会事務局

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地方債 その他 一般財源

議会費

職員研修事業費

総務費 総務管理費

61,333

・議会運営や議員活動に要する経費を計上しています。

(3,481)

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

2,778
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

675

・職員の人材育成を目的とし、職場研修及び職場外研修経費を計上します。
・吉賀町職員研修計画（単独研修分）に基づき、５つの分野（対人能力、業務遂行能力、人材育
成、人権、特別）で実施します。
・平成２８年度から５年計画で、行政文書管理改善機構が実施する「行政文書アカデミー」を受講
し、文書管理の自主管理体制を整えます。

2,103

一般管理費 担当 総務課



款 2 項 1 目 2

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

継続 情報公開審査会委員報酬、個人情報保護審議会委員報酬　52

継続 文書管理システムリース保守料 　286

継続 文書管理システムリース料  　1,388

款 2 項 1 目 2

【主な財源】

継続 フォトしまね配布事務費委託金　168

継続 グラントワ広報掲載料　151

継続 広報売払料　48

【事業概要】

【主な経費】

継続 広報よしか印刷製本費　3,050

継続 広報誌郵送料　2,321

継続 ホームページ運用保守委託料　1,317

・広報よしかの発行に要する経費を計上しています。
・町ホームページの運営に要する経費を計上しています。

(2,625) 2,079

総務費 総務管理費 担当 企画課

事　業　名
事業費
(前年度)

（定額）

総務費 総務管理費 文書広報情報費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

地方債 その他 一般財源

一般財源

(7,452)

国庫
（補助率）

県
（補助率）

国庫
（補助率）

その他

財　　源　　内　　訳

004 文書管理事業費

2,079

文書広報情報費

003 広報・広聴事業費

7,699
県

（補助率）
地方債

・住民との協働の前提となる積極的な情報公開と説明責任の徹底を図るため、その基盤となる文書
管理体制を確立し、事務の適正化及び能率化を図ります。
・文書管理システムにより、全庁のファイル基準表をデーターベース化することで、ファイリング
作業の効率化を図り、情報公開制度への対応と住民との情報共有化を進めます。

168
199 7,332

財　　源　　内　　訳



款 2 項 1 目 3

【主な財源】

拡大 ふるさと創生基金繰入金 6,620

【事業概要】

【主な経費】

新規 個別施設計画策定支援業務委託料　1,980

継続 財務書類作成支援業務委託料　4,641

継続 起債管理システム使用許諾料　159

款 2 項 1 目 5

【主な財源】

新規 合併特例事業債　2,900

【事業概要】

【主な経費】

新規 防災無線室屋上防水改修工事費　3,080

財政管理費

6,620 532

総務費 総務管理費 財政管理費 担当 総務課

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

003

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

事　業　名

(4,729)

・現金主義会計では見えにくいコストやストックを把握することで中長期的な財政運営への活用の
充実が期待できるため、統一的な基準による財務書類を整備します。
・個別施設計画策定により、予防保全的な維持管理の導入によって長寿命化を図り、計画的な維持
管理・更新等を行い、ライフサイクルコストを削減、平準化し、将来更新費の不足額の改善を目指
します。

総務費 総務管理費 財産管理費 担当

7,152

総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

003 庁舎維持管理費

20,958
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

(17,084) 2,900 18,058

・防災無線室屋上の防水加工劣化により、漏水の恐れがあるため、防水等改修工事を実施します。



款 2 項 1 目 5

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

継続 町有地草刈り等作業委託料　268

継続 不動産賃借料　2,511

新規 柿木駐車場看板設置工事費　178

款 2 項 1 目 8

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

継続 システム保守委託料　35,138

継続 システム改修委託料　640

継続 ソフトウェア・ハードウェア等使用料　29,561

4,171

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

県
（補助率）

地方債4,171
国庫

（補助率）
その他

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳事　業　名

003
基幹系システム
運営管理費

66,633
国庫

（補助率）
県

（補助率）

　普通財産の管理の適正化及び維持保全を図ります。

総務費 総務管理費 財産管理費 担当 総務課

事　業　名

一般財源

(3,929)

006 普通財産管理費

総務費 総務管理費 電算管理費 担当 総務課

地方債 その他 一般財源

(79,227) 66,633

・基幹系システム運営管理に要する経費を計上しています。
・地方税法改正に伴うシステム改修を行います。
・戸籍附票マイナンバー連携に対応するシステム改修を行います。
・基幹系システムクラウド化に対応するシステム改修を行います。



款 2 項 1 目 8

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

継続 システム改修委託料　4,733

款 2 項 1 目 9

【主な財源】

継続 地方創生推進交付金　3,658

新規 ふるさと応援基金繰入金　800

新規 まちづくり基金繰入金　16,160

【事業概要】

【主な経費】

拡大 高校支援員・コーディネーター報酬　13,351

拡大 コーディネーター及び公設塾運営委託料　8,925

継続 吉高線バス運行委託料　5,094

継続 吉賀高校振興会補助金　3,300

拡大 吉賀高校支援協議会補助金　300

002

総務費 総務管理費

総務費

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

(0)

43,909
国庫

（補助率）

総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

その他 一般財源

総務管理費 吉賀高校費 担当 総務課

事　業　名

(30,149)

事業費
(前年度)

5,467

電算管理費 担当

吉賀高校支援事業費

16,960
3,658

23,291
(1/2)

財　　源　　内　　訳

・町内唯一の高等学校である吉賀高校の存続のため、さまざまな魅力化事業を実施します。
・地域おこし協力隊制度を活用し、学習コーディネーター及び魅力化・ハウスミストレスコーディ
ネーターを募集します。
・都市部との教育格差を解消するため、公設塾を運営し生徒の学習を支援します。

004
ＬＧＷＡＮ系システム

運営管理費

5,467
国庫

（補助率）

県
（補助率）

地方債

・今年度から「基幹系システム運営管理費」より分割して計上しています。
・LGWANは、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共有による情報の高度
利用を図るための基盤として整備され、全国の地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続し
ています。
・財務会計システム及びグループウェアを更新するとともに、会計年度任用職員制度に対応するシ
ステム改修を行います。



款 2 項 1 目 10

【主な財源】

拡大 まちづくり基金繰入金　10,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 自治委員報償費　8,536

新規 公民館と地域づくり事業委託料　2,627

継続 自治振興奨励金　7,973

継続 自治振興交付金　10,000

款 2 項 1 目 10

【主な財源】

新規 合併特例事業債　2,200

【事業概要】

【主な経費】

新規 重則集会所解体設計委託料 　888

新規 重則集会所解体工事費　1,472

・集会所の維持管理及び重則地区集会所解体に係る経費等を計上しています。

総務費 総務管理費 自治振興費 担当 企画課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

004 地区組織活動費

29,985
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

(27,494) 10,000 19,985

・人づくりの拠点となる公民館や関係機関と連携し、地域づくりに主体的に参画する人づくり等を
支援します。
・地域の身近な課題を住民自らが解決する地域協働のまちづくりを推進するために自治振興交付金
を交付します。

地方債

(2,528) 2,200

005 自治振興施設管理費

2,489

総務費

事　業　名

県
（補助率）

その他 一般財源

自治振興費 担当 企画課

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

4,689
国庫

（補助率）

総務管理費



款 2 項 1 目 10

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

継続 講師謝礼　100

拡大 柿木村地域振興協議会広報誌印刷代　302

款 2 項 1 目 11

【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　2,750

【事業概要】

【主な経費】

継続 地方創生アドバイザー報酬　1,320

継続 吉賀町ＰＲカレンダー作成委託料　659

継続 げんき地域づくり事業補助金　850

002 企画総務費

9,951
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

(11,232) 2,750 7,201

・地方創生総合戦略推進事業
　地方創生に関する助言及び事業の進捗、成果を検証するための経費を計上しています。
・自発的・自主的な活動で、イベントや美化活動、地域資源を活かした活動に要する経費を補助し
ます。

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

総務費 総務管理費

総務費 総務管理費

一般財源

(759)

事　業　名

自治振興費 担当 柿木地域振興室

財　　源　　内　　訳

672
国庫

（補助率）

672

企画総務費 担当 企画課

事　業　名

県
（補助率）

地方債 その他

事業費
(前年度)

・住民自治の強化や行政と住民との協働の推進を図る柿木村地域振興協議会事務等に要する経費を
計上しています。

003 地域自治区費



款 2 項 1 目 12

【主な財源】

拡大 ふるさと応援寄附金　1,000

【事業概要】

【主な経費】

拡大 特産品の調達　410

拡大 特産品の調達及び発送委託料　470

継続 ホームページ保守委託料　114

継続 ポータルサイト・クレジット決済等利用料　80

款 2 項 1 目 12

【主な財源】

継続 電源立地地域対策交付金　4,400

【事業概要】

【主な経費】

継続 学校遊具設置工事費　1,851

新規 七日市小学校通級指導教室設備改修工事費　974

新規 柿木小学校プールサイドマット補修工事費　1,103

継続 小中学校備品購入費　1,136

194

国庫
（補助率）

・電源立地地域対策交付金は、発電用施設の立地地域・周辺地域で行われる公共用施設整備や、住
民福祉の向上につながる事業に対して交付されます。遊具設置、小中学校への備品購入に活用しま
す。

財　　源　　内　　訳

6,074

1,000

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

(783)

国庫
（補助率）

・「生まれ育ったふるさとに貢献できる制度」、「自分の意思で応援したい自治体を選ぶことがで
きる制度」として創設されたふるさと納税を活用し、応援したい自治体として選んでいただく取組
みを推進します。
・平成29年4月1日付け総務大臣通知に基づき、適切な返礼品を取扱います。

総務費 総務管理費 まちづくり対策費 担当 教育委員会

事　業　名

電源立地地域
対策事業費

007

004
えぇもん知って
もらおう

プロジェクト事業費

事業費
(前年度)

県
（補助率）

その他 一般財源

(5,556)
4,400

1,674
（定額）

総務費 総務管理費 まちづくり対策費 担当 総務課

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

1,194

事　業　名

地方債



款 2 項 1 目 13

【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　6,800

【事業概要】

【主な経費】

継続 社会福祉士等修学資金貸付金　6,800

款 2 項 1 目 13

【主な財源】

継続 わくわく島根生活実現支援事業費補助金　1,500

継続 しまね結婚・子育て交付金　150

継続 まちづくり基金繰入金　5,150

【事業概要】

【主な経費】

継続 よしか暮らし相談員報酬　3,596

継続 ＵＩターン子育て支援事業補助金　3,100

継続 民間賃貸住宅建設補助金　7,000

継続 わくわく島根生活実現支援事業費補助金　2,000

一般財源

(10,660)

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債 その他

5,150 13,472

一般財源

(20,903)
1,650

（3/4他）

002 定住推進費

20,272

財　　源　　内　　訳

・社会福祉士、介護福祉士及び看護師等を養成する学校等に進学を希望する方に修学資金を貸与す
ることにより、町内の社会福祉士等の充実を図るとともに若者定住の促進を図ります。

002 定住推進費

6,800 地方債 その他

総務費

6,800

担当 企画課

事　業　名
事業費
(前年度)

総務管理費 定住推進費

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

総務費 総務管理費 定住推進費 担当

国庫
（補助率）

県
（補助率）

総務課

事　業　名

・住宅情報・求人情報・交流体験情報等、総合的な定住交流の情報提供を行います。



款 2 項 1 目 13

【主な財源】

継続 ふるさと創生基金繰入金　10,300

継続 空き家活用型若者移住促進住宅利用収入　240

【事業概要】

【主な経費】

継続 空き家活用集落担い手確保事業補助金　9,500

継続 空き家家財等処分推進事業補助金　800

款 2 項 1 目 14

【主な財源】

継続 ふるさと応援基金繰入金　450

【事業概要】

【主な経費】

継続 交通安全指導員報償費　437

継続 バスパスポート　450

継続 交通安全啓発用具等　175

継続 鹿足郡交通安全協会負担金　674

県
（補助率）

定住推進費

・安心安全な地域社会の構築を図ることを目的に、交通安全運動・交通安全啓発活動等を通して、
交通事故防止に取組みます。
・高齢者の自動車事故防止のため、運転免許を自主的に返納された65歳以上の方に、『町営バス
運賃等割引カード』を発行します。

担当

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地方債 その他 一般財源

(15,302)

国庫
（補助率）

10,577
国庫

（補助率）

37

企画課総務費 総務管理費

10,540

空家再生事業費003

生活安全対策費

1,883

担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

県
（補助率）

総務費 総務管理費

004 交通安全対策費

その他 一般財源

・移住、定住推進のために空き家の改修・家財道具の搬出に要する経費等を助成します。
・移住者の居宅確保と集落の自治機能維持に向けて、「空き家情報バンク制度」の充実を図りま
す。

(2,102) 450 1,433

地方債



款 2 項 1 目 14

【主な財源】

継続 生活バス路線確保対策事業費負担金　6,354

継続 まちづくり基金繰入金　2,590

新規 地域生活交通再構築実証事業補助金　1,551

【事業概要】

【主な経費】

継続 生活バス路線確保対策事業負担金　3,437

継続 生活バス路線確保対策事業補助金　43,835

継続 公共交通再編事業計画調査委託料　3,795

継続 生活交通再構築実証事業補助金　1,500

款 2 項 1 目 15

【事業概要】

【主な経費】

新規 日本人に対する啓発講演会（食の文化祭）　100

新規 食の文化祭用消耗品費　500

新規 外国人に対する啓発事業（企業対象）　150

(51,349)
7,905

2,590 45,886
(2/3他)

・生活バス路線を確保することを目的として、一般貨切旅客自動車運送事業者が実施する生活バス
運行事業に要する経費を補助します。

地域公共交通対策費

56,381
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

総務費 総務管理費 生活安全対策費 担当 企画課

総務管理費
多文化共生
推進費

担当 税務住民課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

002

その他 一般財源

(0)

003

総務費

750

・令和元年（2019年）12月末現在の島根県文化国際課調べによる島根県内の外国人住民人口の市
町村別外国人住民人口調査によると、
　　当町の外国人住民人口は217人
　　平成31年（2018年）12月末現在と比較して65人の増
　　人口に占める外国人住民の割合は3.5％。→県内市町村で最も高い割合

　増加する外国人住民と地域住民が交流する事業に要する経費を計上しています。

多文化共生推進費

750
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債



款 2 項 3 目 1

【主な財源】

新規 戸籍情報連携システム改修費補助金　6,424

【事業概要】

【主な経費】

新規 システム改修委託料　6,424

款 3 項 1 目 1

【主な財源】

継続 人権啓発事業委託金　248

【事業概要】

【主な経費】

継続 講師謝礼、男女共同参画サポーター活動費　302

継続 人権の花、普及啓発用品等　240

継続 益田人権擁護委員協議会負担金　46

6,424

総務費

県
（補助率）

戸籍住民基本
台帳費

248
587

（定額）

社会福祉費 社会福祉総務費 担当

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

835

(0)

その他

財　　源　　内　　訳
事業費
(前年度)

6,424

（10/10）

一般財源
国庫

（補助率）
県

（補助率）
006 戸籍システム費

事　業　名

地方債 その他 一般財源

税務住民課

戸籍住民基本
台帳費

事　業　名

国庫
（補助率）

担当 税務住民課

004 人権対策推進事業費

民生費

・第2次吉賀町男女共同参画計画に基づき、男女共同参画社会確立に向けて、男女共同参画サポー
ターとともに講演会や啓発活動を行います。
・人権に関する講演会や、小中学校に人権の花運動を展開します。

(901)

・現行システムでは，市区町村間の戸籍情報が個別に独立しているため，連携するには限界
・戸籍副本データ管理システムは，大規模災害時のバックアップとして，戸籍の副本情報を２か所
のセンターに集約・保存
・既存の戸籍副本データ管理システムを利用し，マイナンバーによる情報連携用のシステムを構築

地方債



款 3 項 1 目 1

【主な財源】

継続 医療介護総合確保促進基金市町村支援事業費補助金　15

継続 地域福祉基金繰入金　16,600

【事業概要】

【主な経費】

継続 社会福祉協議会法人運営費補助金　43,175

継続 シルバー人材センター事業補助金　10,689

継続 ボランティア事業補助金　4,276

継続 社会福祉協議会施設改修等支援補助金（みろく苑介護用ベッド・車椅子更新）　9,840

款 3 項 1 目 1

【主な財源】

継続 福祉医療費県補助金　6,218

継続 福祉医療費助成事業一般事務費　62

継続 福祉医療高額療養費分受入金　2,752

【事業概要】

【主な経費】

継続 福祉医療審査支払手数料　190

継続 福祉医療費助成　15,000

15
(69,210)

6,280

民生費 保健福祉課

15,303

一般財源その他

社会福祉費

社会福祉費 社会福祉総務費 担当 保健福祉課

（3/4）

・地域福祉事業等の充実のため吉賀町社会福祉協議会の運営費等に対し補助します。
・シルバー人材センターの運営に対し補助します。
・特別養護老人ホームみろく苑の介護用ベッド・車椅子更新経費に対し補助します。

民生費

社会福祉総務費 担当

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

県
（補助率）

6,271

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

52,503

008

002 社会福祉総務費

国庫
（補助率）

（1/2）

16,600

69,118
県

（補助率）
地方債

(17,334)

福祉医療助成事業費

地方債 その他 一般財源

事　業　名

2,752

・身体・精神に障がいのある方や、ひとり親家庭の方に対して、医療費の自己負担額を軽減する制
度です。医療機関で支払う医療費（保険適用）の１割（自己負担金）を超えた額を助成します。



款 3 項 1 目 2

【主な財源】

継続 老人施設措置費負担金　21,000

継続 老人クラブ活動事業補助金　640

【事業概要】

【主な経費】

継続 老人クラブ補助金　1,260

継続 鹿足郡養護老人ホーム組合経常負担金　21,000

継続 敬老会事業補助金　2,500

継続 老人ホーム入所措置費　78,750

款 3 項 1 目 3

【主な財源】

新規 過疎対策事業債　8,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 とびのこ苑指定管理料　1,927

新規 とびのこ苑補修工事費　8,000

地域密着ユニット居室エアコン更新

小規模ユニット・地域密着ユニット居室浴室改修

2,355(5,584) 8,000

地方債 その他

財　　源　　内　　訳

10,355
県

（補助率）
地方債 その他

民生費 社会福祉費
高齢者

福祉施設費
担当 保健福祉課

003

国庫
（補助率）

事　業　名
事業費
(前年度)

特別養護老人ホーム
管理費

一般財源

21,000 82,233
（県調整）

・在宅生活が困難な高齢者が入所する養護老人ホームへの入所措置費を計上しています。
・鹿足郡養護老人ホーム組合の運営経費に対する負担金を計上しています。
・老人クラブや敬老会事業に対し補助します。

・特別養護老人ホームとびのこ苑の施設管理及び施設改修に係る経費を計上しています。

民生費 社会福祉費 高齢者福祉費 担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

002 高齢者福祉総務費

103,873
国庫

（補助率）
県

（補助率）
一般財源

(101,355)
640



款 3 項 1 目 4

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

継続 松ヶ丘病院ひかり号　通院支援負担金　628

継続 腎臓機能障がい者通院費助成　2,340

継続 精神障がい者医療費助成　2,138

継続 精神障がい者通院費助成　1,904

款 3 項 1 目 4

【主な財源】

継続 （国庫）障がい者自立支援給付費等負担金　94,661

継続 （県）障がい者自立支援給付費等負担金　47,330

【事業概要】

【主な経費】

継続 介護給付費 ・障がい児通所給付費助成  75,222

継続 サービス利用計画作成費助成（障がい者・障がい児相談）　4,515

継続 訓練等給付費助成　108,041

継続 障がい児デイサービス通所者交通費助成　756

・障がい者を支援する各種団体の活動経費を補助します。
・人工透析治療を受ける方に対して、通院費の助成を行います。
・通院による精神医療を継続的に要する方に対して、片道相当分の交通費と自己負担額（自立支援
医療適用後の医療費）を助成して継続的な受診につなげます。

49,949

社会福祉費 障がい者福祉費 担当

事業費
(前年度)

005

地方債

民生費

担当

その他

社会福祉費

事　業　名 財　　源　　内　　訳

地方債 その他 一般財源

(6,988)

・障がい者総合支援法に基づく、障がいのある方への介護給付、訓練等給付費です。
・障がい者総合支援センター整備に伴い、給付費の増加が見込まれるなか、相談支援事業所等と連
携することでニーズの掘り起こしを行い、障がい者の自立した生活に必要なサービスの提供に努め
ます。

障がい者福祉費

一般財源

(183,853)

7,234

保健福祉課

7,234

94,661 47,370
自立支援給付事業費

（1/2） （1/4他）

民生費

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

191,980
国庫

（補助率）
県

（補助率）

保健福祉課

国庫
（補助率）

県
（補助率）

002 障がい者福祉総務費



款 3 項 1 目 4

【主な財源】

継続 （国庫）障がい者自立支援医療費負担金　7,139

継続 （県）障がい者自立支援医療費負担金　3,569

【事業概要】

【主な経費】

継続 更生医療費助成　13,207

継続 育成医療費助成　246

継続 療養介護医療費助成　826

款 3 項 1 目 4

【主な財源】

継続 （国庫）地域生活支援事業費補助金　4,203

継続 （県）地域生活支援事業費補助金　2,101

新規 まちづくり基金繰入金　5,510

【事業概要】

【主な経費】

継続 支援事業委託料（手話通訳、相談、移動、日中一時等）　13,657

継続 障がい者自立支援特別対策事業補助金（地域活動支援センター通所サービス）　955

継続 日常生活用具給付費助成（ストマ等）　1,726

継続 障がい者（児）虐待対応一時入所費助成　132

県
（補助率）

（1/2）

地方債 その他 一般財源

2,101

民生費

事業費
(前年度)

5,510

地方債

財　　源　　内　　訳

14,330

社会福祉費

事　業　名

7,139

（1/2）

事業費
(前年度)

県
（補助率）

006
自立支援医療
助成事業費

社会福祉費

3,556

・ 更生医療（身体障害者手帳の交付を受けた方）、育成医療（身体に障がいを有する児童（18歳
未満））等、心身の障がいを除去・軽減するための医療について、医療費の自己負担額を軽減する
公費負担医療制度です。

・精神、身体、知的等の障がいを持つ方が住み慣れた地域で生活できるように、相談支援や移動支
援、日常生活用具の給付を行います。

5,004

3,635

一般財源

4,203

担当 保健福祉課

その他
国庫

（補助率）

(16,659)

障がい者福祉費

障がい者福祉費 担当 保健福祉課

民生費

(3,020)

財　　源　　内　　訳

（1/4他）

（1/4）

16,818
国庫

（補助率）

事　業　名

007 地域生活支援事業費



款 3 項 1 目 5

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

継続 障がい者総合支援センター指定管理料　13,096

款 3 項 2 目 1

【主な財源】

継続 （国庫）地域子ども・子育て支援交付金　428

継続 婚姻による新生活支援事業費補助金　450

継続 （県）地域子ども・子育て支援事業補助金　428

【事業概要】

【主な経費】

継続 子育て応援企業認定報奨金　100

継続 子育て支援ヘルパー派遣事業委託料　1,284

継続 婚姻による新生活支援事業費補助金　900

・令和元年10月に開設された障がい者総合支援センターの管理に係る経費を計上しています。
・旧地域活動支援センターの管理に係る経費を計上しています。

一般財源

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

（1/2他）

児童福祉総務費

その他

(6,755)

事　業　名

民生費

事　業　名

002
障がい者福祉施設

管理費

2,354

(2,353)
878

児童福祉費

障がい者福祉
施設費

担当

14,183

民生費 社会福祉費

担当 保健福祉課

（1/2他）

地方債 その他

児童福祉総務費

・子育て支援等の各種取組みに係る経費を計上しています。
　　子育て支援ヘルパー派遣事業：育児支援が必要な家庭にヘルパーを派遣
　　子育て応援企業認定事業：子育てしやすい労働環境整備を促進
　　婚姻による新生活支援事業：結婚に伴う新生活に係る住居の住居費及び引越費用を支援

978

002
498

保健福祉課

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

14,183
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債

国庫
（補助率）

県
（補助率）

一般財源



款 3 項 2 目 1

【主な財源】

継続 （国庫）地域子ども・子育て支援交付金　1,402

継続 （県）地域子ども・子育て支援事業補助金　1,402

【事業概要】

【主な経費】

継続 母子保健コーディネーター報酬　3,027

継続 講演会講師報償費　300

款 3 項 2 目 1

【主な財源】

継続 （国庫）地域子ども・子育て支援交付金　1,337

継続 （県）地域子ども・子育て支援事業補助金　1,337

新規 まちづくり基金繰入金　3,800

【事業概要】

【主な経費】

継続 ３Ｂ体操・音楽公演会・子育て講演会講師報償費　272

1,402

保健福祉課

一般財源

事　業　名

地方債

財　　源　　内　　訳

1,337

保健福祉課

その他 一般財源

地方債 その他

・設置場所を鹿足郡養護老人ホーム銀杏寮の付設作業室に移転し、主に乳幼児をもつ親とその子ど
もが気軽に集い交流できる『子育て交流サロン』の設置を中心に、子育て教室（マタニティ教室、
歯科教室、栄養指導教室）等各種事業に取り組むことにより、親の子育ての負担感の緩和を図り、
安心して子育て・子育ちができる環境を整備します。

児童福祉総務費児童福祉費

6,509

(4,229) 3,800

国庫
（補助率）

担当

（1/3）

（1/2）

担当

県
（補助率）

事　業　名

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

4,209

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

007

（1/2）
(2,276) 1,405

1,402

国庫
（補助率）

県
（補助率）

1,337
35

008
地域子育て支援
拠点事業費

子育て世代包括支援
センター事業費

民生費

・子育て世代包括支援センターぴよぴよにおいて、妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健、
育児等に関する総合相談支援に要する経費を計上しています。
・出生数が増えている状況で、様々な相談や要支援に対応するための体制強化が求められることか
ら、平成31年度より、産前産後サポート事業の一環で集団形式により、同じ悩み等を抱える利用
者に対する相談事業の「妊婦の集い」及び、子育てヘルパー、母子保健推進員に対する「支援者講
習会」の開催を行っています。

事業費
(前年度)

（1/3）



款 3 項 2 目 2

【主な財源】

継続 子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費補助金　200

継続 しまね結婚・子育て交付金　600

【事業概要】

【主な経費】

継続 保育士正規職員化促進補助金　1,200

継続 保育の質の向上のための研修事業補助金　500

継続 子育て講座体験学習等補助金　200

継続 地域活動事業補助金(世代間・地域交流)　200

款 3 項 2 目 2

【主な財源】

継続 保育所緊急整備事業費補助金　80,502

継続 過疎対策事業債　43,200

継続 ふるさと創生基金繰入金　3,360

【事業概要】

【主な経費】

継続 法人保育所施設修繕費補助金　1,000

継続 保育所園庭整備補助金　4,000

継続 法人保育所整備事業費補助金　123,843

児童福祉費 保育所費

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

担当 保健福祉課民生費

・正規雇用保育士の人数を増加させた保育所に対し助成します。
・保育士の保育の質の向上のための研修事業を行います。
・保育所が開催する地域住民、保護者、職員等を対象とした子育て講座に要する経費を助成しま
す。

2,304
国庫

（補助率）
002 保育所総務費

県
（補助率）

事　業　名

一般財源

(3,156)
200 600

1,504
（1/2）

82,324
43,200 3,360 144

（定率他）

地方債 その他

地方債 その他 一般財源

(5,219)

国庫
（補助率）

県
（補助率）

民生費 児童福祉費 保育所費 担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

006 児童福祉施設整備費

129,028

・法人保育所整備事業　双葉保育所改築及び六日市保育所空調設備改修事業に対し補助します。
・児童公園が不足していることから保育所の園庭を活用するため、既存保育所の園庭整備を年次計
画で実施します。

（1/2）



款 3 項 2 目 2

【主な財源】

継続 （国庫）施設型給付費負担金　155,358

継続 （県）施設型給付費負担金　68,162

継続 まちづくり基金繰入金　7,500

【事業概要】

【主な経費】

継続 保育所運営費負担金　315,450

継続 障がい児保育事業補助金　5,040

継続 一時預かり事業補助金　4,092

継続 病後児保育事業補助金　500

新規 保育施設等副食費助成事業補助金　4,428

款 3 項 2 目 3

【主な財源】

継続 （国庫）地域子ども・子育て支援交付金　15,008

継続 （県）地域子ども・子育て支援事業補助金　15,008

継続 まちづくり基金繰入金　4,100

【事業概要】

【主な経費】

継続 放課後児童クラブ支援員報酬　27,074

継続 支援員研修会講師報償金　304

継続 放課後児童クラブ運営業務委託料（六日市保育所、七光保育所）　15,268

事業費
(前年度)

15,976
（1/3）

・令和元年10月より幼児教育・保育無償化がスタートし、3歳以上児の保育料が無償化されたこと
に伴い、その財源についても国1/2、県1/4となりました。町の独自施策による保育料無償化につ
いて、第2期子ども・子育て支援事業計画に基づき、5年間の延長を行います。

民生費

・保護者が就労等の理由で家庭保育が困難である世帯の児童に対し、放課後・学校休校日の居場所
づくりを行い、遊びなどを通じて児童の健全育成活動を行う事業に要する経費を計上しています。

002

放課後児童
対策費

330,830
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

157,921

(39,283)

放課後児童対策
事業費

（1/3）

15,008 15,008
4,100

保育所費児童福祉費 保健福祉課

007

事　業　名
事業費
(前年度)

民生費

児童福祉費

(328,549)

担当

7,500 92,118
（1/2） （1/4他）

73,291

地方債 その他 一般財源

財　　源　　内　　訳

子ども・子育て
支援事業

担当 保健福祉課

事　業　名

県
（補助率）

財　　源　　内　　訳

50,092
国庫

（補助率）



款 3 項 3 目 1

【主な財源】

継続 （国庫）生活保護費負担金　51,135

継続 生活保護適正実施推進事業費等補助金　1,726

継続 （県）生活保護費負担金　157

【事業概要】

【主な経費】

継続 扶助費（生活、介護、医療、住宅、施設事務各扶助）　68,183

款 4 項 1 目 1

【主な財源】

継続 地域福祉基金繰入金　82,000

新規 人材育成基金繰入金　4,300

継続 まちづくり基金繰入金　12,220

継続 過疎地域自立促進特別事業　13,700

【事業概要】

【主な経費】

継続 地域医療確保緊急対策事業補助金　210,214

新規 医療介護従事者確保支援補助金　7,803

継続 医学生奨学貸付金　1,700

13,700

一般財源

(70,916)
157

保健福祉課

19,957

福祉事務所生活保護総務費 担当

一般財源

県
（補助率）

国庫
（補助率）

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費 担当

地方債

98,520 117,929
80

（1/3）

事　業　名

・安心安全な医療体制を構築するため、町内で唯一の入院機能を持つ医療機関である社会医療法人
石州会六日市病院に対し財政支援を行います。
・医療・介護従事者等の確保が困難な状況にあることから、補助金を支給し医療・介護従事者等の
確保を図ります。

005

地方債

（3/4） （1/4）

52,861

事業費
(前年度)

その他

・申出世帯の相談内容に応じた適切な指導助言を行うとともに、被保護世帯に対しては個々の需要
に応じた必要な保護を行い、生活を保障することでその自立を助長します。

事業費
(前年度)

002 生活保護総務費

民生費 生活保護費

財　　源　　内　　訳

(216,224)

その他

事　業　名

72,975
国庫

（補助率）

地域医療対策費

県
（補助率）

230,229

財　　源　　内　　訳



款 4 項 1 目 2

【主な財源】

継続 乳幼児医療費補助金　3,615

継続 まちづくり基金繰入金　18,250

継続 高額療養費分受入金　100

【事業概要】

【主な経費】

継続 審査支払手数料　632

継続 子ども等医療費助成　21,314

款 4 項 1 目 2

【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　8,160

【事業概要】

【主な経費】

継続 妊婦検診委託料　4,291

継続 妊産婦通院補助金　2,800

継続 妊婦健診助成　1,073

7

一般財源
県

（補助率）

国庫
（補助率）

県
（補助率）

一般財源

(8,995)

妊婦健診事業費005

事　業　名

保健衛生費

・子どもの健全な育成と安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの一環として、保護
者の経済的負担の軽減と疾病の早期発見及び治療の促進を図ることを目的として、子ども等の医療
費を助成します。平成26年度から助成対象を高校生まで拡大しています。

・安心して出産ができるよう妊婦の心と体の健康づくりを支援するための健診事業費を計上してい
ます。
・分娩する医療機関への通院費の一部を補助することにより、妊産婦の経済的負担を軽減します。

事業費
(前年度)

（1/2）

担当 保健福祉課

財　　源　　内　　訳

地方債

3,615

その他21,972
子ども等医療費
助成事業費

事　業　名
事業費
(前年度)

(22,682)

101

母子衛生費

003

地方債

衛生費 担当

財　　源　　内　　訳

その他8,261

保健福祉課

8,160

18,350

国庫
（補助率）

衛生費 保健衛生費 母子衛生費



款 4 項 1 目 3

【主な財源】

新規 特定感染症検査等事業費補助金　59

【事業概要】

【主な経費】

継続 乳幼児・児童生徒予防接種委託料　9,706

継続 高齢者予防接種委託料　6,138

継続 風しん抗体検査等委託料　1,983

款 4 項 1 目 3

【主な財源】

継続 検診負担金　1,710

【事業概要】

【主な経費】

継続 乳がん・子宮がん検診委託料　4,259

継続 大腸がん検診委託料　1,568

継続 肺がん検診委託料　2,441

継続 胃がん検診委託料　1,936

継続 前立腺がん検診委託料　547

(10,906)

・がんは早期に発見することが重要であるため、一定年齢の方を対象にクーポン券・検診手帳を配
布し、がん検診の受診を促します。
・肺がんの早期発見のため、ＣＴによる検診検査委託を行います。

9,236

衛生費 保健福祉課

一般財源

(16,538)
59

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

保健衛生費

18,612

（1/2）

担当

1,710

予防費 担当

国庫
（補助率）

保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

18,553

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

がん検診推進事業費005

県
（補助率）

地方債 その他

衛生費 保健衛生費 予防費

予防接種費003

・予防接種法に基づき予防接種の接種機会を安定的に確保するとともに、安心して予防接種を受け
られよう体制の整備に取り組みます。
・制度の変遷上風しんに係る公的な予防接種を受ける機会がなかった世代（昭和37年4月2日～昭
和54年4月1日生）の男性に対して、抗体検査及び予防接種のクーポンを配布します。

10,946



款 4 項 1 目 4

【主な財源】

新規 食料産業・６次産業化交付金　395

継続 健康増進事業費補助金　324

【事業概要】

【主な経費】

継続 食育講演会、食育教室等報償金　986

継続 食生活改善事業委託料　200

継続 食生活改善委員会補助金　330

款 4 項 1 目 5

【主な財源】

新規 過疎対策事業債　4,200

【事業概要】

【主な経費】

新規 増築工事設計業務委託料　4,242

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

4,242 地方債 その他
国庫

（補助率）

衛生費

環境衛生施設
整備事業費

県
（補助率）

保健衛生費

一般財源

(0)

担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

4,268
国庫

（補助率）
一般財源

県
（補助率）

地方債

(3,564)
395 324

3,549
（1/2）

環境衛生費 担当 税務住民課

その他

・食育推進後期計画に基づき、食育フェアや食育教室、各種講演会を実施することで、地域、保育
所、小中高等学校の保護者・職員の食育への理解を深めます。
・栄養指導や食生活改善事業の推進のため、管理栄養士を配置します。

食育推進事業費003

衛生費 保健衛生費 健康増進費

4,200 42

・人生の終焉において厳粛に最後の別れをする場として、誰もが利用することとなる必要不可欠な
施設である火葬場施設の適正な管理を行うために、現状課題の把握し、施設内容や規模等について
総合的に検討を行い、増築工事のための設計業務委託に係る経費を計上しています。

事　業　名

004

（2/3）



款 4 項 2 目 1

【主な財源】

継続 循環型社会形成推進交付金　1,824

【事業概要】

【主な経費】

継続 浄化槽維持管理費補助金　14,146

継続 個別合併処理浄化槽設置費補助金　7,710

款 4 項 2 目 2

【主な財源】

継続 ごみ処理手数料　6,000

継続 過疎対策事業債　37,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 不燃ごみ収集運搬委託料　7,304

継続 鹿足郡不燃物処理組合負担金（経常分）　36,575

継続 鹿足郡不燃物処理組合設備整備負担金　37,090

21,912

財　　源　　内　　訳

県
（補助率）

県
（補助率）

事　業　名
事業費
(前年度)

衛生費 清掃費 清掃総務費 建設水道課担当

一般財源

20,088

地方債

1,824

その他

地方債

国庫
（補助率）

37,000

財　　源　　内　　訳

6,000

80,969

（1/3）

(117,696)

事業費
(前年度)

その他
国庫

（補助率）

・生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、環境の保全を図るため、下水道及び農業集落排
水施設整備区域外において浄化槽を設置している方に対し、浄化槽の適正管理に係る費用を助成し
ます。
・下水道及び農業集落排水施設整備区域外で、し尿と生活雑排水を同時に処理する合併浄化槽を設
置する方に対し助成します。

(18,063)

37,969

・不燃ごみ（容器包装プラスチック、商品プラスチック、ビン・ガラス、缶類、粗大ごみ等）の収
集及び鹿足郡不燃物処理組合での中間処理に要する経費を計上しています。
・鹿足郡不燃物処理組合の機械設備等の更新に要する経費を計上しています。

し尿処理対策費

衛生費 清掃費 ごみ処理費 担当 税務住民課

事　業　名

003

不燃物処理事業費002

一般財源



款 4 項 2 目 2

【主な財源】

継続 ごみ処理手数料　6,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 可燃ごみ袋作成　4,775

継続 可燃ごみ収集運搬委託料　15,420

継続 益田地区広域市町村圏事務組合負担金  56,242

款 5 項 1 目 1

【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　1,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 雇用促進及び資格取得支援助成金　1,000

継続 島根県西部勤労者共済会負担金　426

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

002 労働諸費

1,553

企画課

1,000 553

事　業　名

国庫
（補助率）

県
（補助率）

労働費 労働諸費

地方債

71,023

地方債 その他 一般財源

(2,489)

その他

・可燃ごみの収集及び益田地区広域クリーンセンターでの焼却処理に要する経費を計上していま
す。
・ごみステーション修繕及びごみ収集箱購入等に係る経費を計上しています。

6,000

労働諸費 担当

・人材確保定着推進協議会主催による講演会に要する経費を計上しています。
・新規雇用の促進と、従業員に資格又は免許を取得させる町内事業所を支援します。
・無料職業紹介所を運営し、求人企業と求職者をつなげます。

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

77,023

衛生費 清掃費

県
（補助率）

ごみ処理費 担当

003 可燃物処理事業費

税務住民課

国庫
（補助率）

一般財源

(74,597)



款 6 項 1 目 2

【主な財源】

継続 機構集積支援事業補助金　610

新規 過疎対策事業債　2,000

【事業概要】

【主な経費】

農業公社補助金のうち

継続 事務所経費及び営農指導分　9,816

新規 産直・物産館やくろ施設改修分　2,000

款 6 項 1 目 3

【事業概要】

・農業の健全な発展、総合的な農業分野の振興を図るための経費を計上しています。

その他 一般財源

(11,683)
610

2,000 11,228
（10/10）

・農業に関する一般的事務等経費を計上しています。
・一般社団法人吉賀町農業公社の運営に係る経費を補助します。

（定額） （10/10等）

農林水産業費 農業費 農業総務費

財　　源　　内　　訳

61,654
国庫

（補助率）

9,900 29,935

農林水産業費

002 農業振興総務費

県
（補助率）

地方債

(64,650)
7,938

農業費 農業振興費 担当 産業課

事業費
(前年度)

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

002 農業総務費

13,838
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債

担当 産業課

事　業　名

13,881

その他 一般財源



款 6 項 1 目 3

【主な財源】

継続 ふるさと応援基金繰入金　400

【事業概要】

【主な経費】

継続 有機農業塾講師報償金　420

継続 地域おこし協力隊委託料　4,000

継続 有機ＪＡＳサポート事業補助金　60

款 6 項 1 目 3

【事業概要】

・中山間地域等直接支払　中山間地域等の農業生産条件の不利を補正することにより、将来に向け
て農業生産活動を維持する活動を支援します。
・環境保全型農業直接支払　自然環境の保全に資する農業生産活動の実施に伴う追加的コストを支
援します。
・多面的機能支払　農地、農業用水等保全のため、地域の共同活動により行われる取組を支援しま
す。

4,701 地方債

(48,722)

その他 一般財源

事　業　名

（3/4等）

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

県
（補助率）日本型直接支払

交付金事業費 32,204
10,934

006

400 4,301

産業課

事業費
(前年度)

農林水産業費 農業費 農業振興費

財　　源　　内　　訳

地方債

国庫
（補助率）

県
（補助率）

農業振興費

・有機農業の振興のため、有機農業塾の開催や生産者への支援を行います。
・有機農業を町全体に拡大し、地域資源を活かした都市交流人口の拡大、そして集落を中心とした
地域の自立と担い手の育成を推進し、経済性と環境、安全、安心がかみ合った農業の振興を図りま
す。

産業課

担当

その他 一般財源

有機農業振興費003

(2,701)

農林水産業費 農業費

担当

43,138



款 6 項 1 目 3

【主な財源】

継続 半農半Ｘ支援事業補助金　4,650

継続 農業次世代人材投資事業交付金　7,500

【事業概要】

【主な経費】

継続 半農半Ⅹ支援事業補助金　7,860

継続 農業次世代人材投資資金　7,500

款 6 項 1 目 3

【事業概要】

2,062

・新規就農希望者の就農前研修、就農時における様々な支援を行い、新たな農業の担い手の育成・
確保を図ります。
・農業従事者の高齢化が急速に進展するなか、持続可能な力強い農業を実現するには、次世代を担
う農業者の育成・確保に向けた取組を総合的に講じていく必要があり、そのため次世代を担う農業
者となることを志向する方に農業次世代人材投資資金を交付します。

・吉賀ブランドの知名度アップと、加工品を中心とした特産品開発により、吉賀町産農産物の付加
価値向上、農産物生産者及び加工品生産者の所得向上を図ります。
・米の食味・品質向上のための試験栽培や試験販売、コンクールへの町選抜米出品等を通じて米産
地としてのブランド力の向上を図ります。
・生産者所得の向上のため、生産促進品目としてサフランの試験栽培と試験販売を行います。
・吉賀ブランドを発信するため、デザインを活用したＰＲを行います。

農業振興費

（10/10他）

農業振興費

9,037

担当

5,600 1,375

農林水産業費 農業費

事　業　名

国庫
（補助率）

県
（補助率）

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

担当 産業課

地方債

産業課

事　業　名

008

一般財源

(15,501)

農林水産業費

事業費
(前年度)

(17,791) 3,365
12,150

農業費

財　　源　　内　　訳

15,515

ブランド化推進事業費

地方債 その他 一般財源

（10/10）

国庫
（補助率）

県
（補助率）

その他

新規就農者育成確保
事業費

007



款 6 項 1 目 4

【主な財源】

継続 地域食材供給施設電気料　900

新規 合併特例事業債　3,500

【事業概要】

【主な経費】

新規 道の駅かきのきむら備品購入費　3,757

款 6 項 1 目 6

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

新規 農道台帳整備業務委託料　3,146

継続 農道水路施設管理委託料　2,000

継続 排水路維持管理工事費　1,500

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

003

農林水産業費 農業費 農業振興施設費 担当

・地域食材供給施設は、道の駅かきのきむら販売店舗及び飲食店舗に係る経費を計上しています。
・施設設備の老朽化が進んでいるため、販売店舗リーチインショーケース及び空調設備を更新しま
す。
・農産加工場の管理に係る経費を計上しています。

産業課

農業振興施設管理費

3,500 900 770

5,170
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

(1,677)

農道水路維持管理費

6,696
国庫

（補助率）
県

（補助率）

農林水産業費 農業費 建設水道課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

003

地方債 その他 一般財源

(4,100) 6,696

・農道水路の維持管理に係る経費を計上しています。
・適正な農道の管理及び改良のため農道台帳整備事業を行います。

農地費 担当



款 6 項 1 目 6

【主な財源】

継続 農地環境整備事業分担金　1,500

継続 農業競争力強化基盤整備事業分担金　15,750

継続 過疎対策事業債　26,500

【事業概要】

【主な経費】

継続 立河内地区農地環境整備事業負担金　3,000

継続 真田地区農業競争力強化基盤整備事業負担金　36,750

継続 坂折地区農地中間管理機構関連農地整備事業負担金　4,000

款 6 項 1 目 6

【主な財源】

新規 農村地域防災減災事業費交付金　41,050

新規 合併特例事業債　3,800

新規 農村地域防災減災事業費分担金　1,725

【事業概要】

【主な経費】

継続 ため池整備事業

測量設計委託料（坂折）　5,167　解体撤去工事費（坂折・勝繁ヶ池）　15,429

新規 用水・揚水施設整備事業

実施設計委託料（樋口）　10,000　改修工事費（下須・七日市・親迫）　11,571

新規 農業水利施設危機管理対策事業

真田地区転落防止柵設置工事　6,050

農地費

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

48,687
国庫

（補助率）

2,112

事　業　名

006
土地改良補助
整備事業

(0)

県
（補助率）農村地域

防災減災事業費
007

41,050
3,800 1,725

担当

地方債 その他

（10/10他）

建設水道課

一般財源

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

43,750
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

(108,800)

農林水産業費 農業費

農林水産業費 農業費 農地費 担当 建設水道課

26,500 17,250

・担い手の育成、農地の集積によって経営規模の拡大等による農業経営の安定等のため島根県が実
施する圃場整備事業に対する負担金を計上しています。

・地震・集中豪雨等による災害を防止し、農村地域の防災力の向上を図るための総合的な防災・減
災対策を実施します。



款 6 項 2 目 1

【事業概要】

【主な経費】

継続 鳥獣専門員報酬　3,921

拡大 鳥獣捕獲報償金　4,800

新規 サル捕獲用移動式捕獲檻等備品購入費　1,800

拡大 農作物等鳥獣被害防止対策事業補助金　2,937

款 6 項 2 目 2

【主な財源】

継続 森林整備地域活動支援交付金　2,940

継続 森林環境譲与税基金繰入金　11,636

【事業概要】

【主な経費】

17,510

一般財源

林業総務費

・鳥獣被害は営農意欲の減退、耕作放棄・離農の増加、さらには森林の下層植生の消失等による土
壌流出、希少植物の食害、車両との衝突事故等の被害ももたらしており、被害額として数字に表れ
る以上に深刻な影響を及ぼしています。
・鳥獣被害防止対策のため、鳥獣の専門知識・技術を有する専門員を配置し、鳥獣の生息行動調査
や捕獲活動の実施、被害防止柵や追払い活動、集落ごとの状況に応じた鳥獣対策づくりを目指しま
す。
・鳥獣被害により修繕された畦畔等の経費を補助します。

担当 産業課

（3/4）

002

17,510
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他

林業費 林業振興費

27,967

林業振興総務費

農林水産業費

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

担当 産業課

国庫
（補助率）

事　業　名

事　業　名

林業費

(11,894)

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

2,940

・林業・木材産業等の成長産業化と地域の活性化を図るための経費を計上しています。
・森林環境譲与税を活用し、間伐・人材育成・担い手確保・木材利用の促進や普及啓発等の森林整
備等を行います。
・地域おこし協力隊制度を活用し、人材誘致を図ります。

鳥獣被害対策費003

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

農林水産業費

13,39111,636(18,191)



款 6 項 2 目 3

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

新規 選果場システム備品購入費　1,961

款 7 項 1 目 1

【主な財源】

新規 まちづくり基金繰入金　2,360

【事業概要】

【主な経費】

新規 官民連携アドバイザリーサービス業務委託料　1,200

継続 企業立地促進助成金　545

継続 島根県企業誘致対策協議会負担金　56

事　業　名

農林水産業費 林業費 林業振興施設費 担当 産業課

(3,059) 50

その他

003 林業振興施設管理費

3,677
国庫

（補助率）
県

（補助率）

3,627

企画課

事　業　名

003
企業誘致・

産業立地事業費

・企業立地を促進し、産業の振興及び雇用機会の拡大を図るため、企業誘致活動を積極的に行いま
す。
・地理的条件及びセールスポイントの少なさが弱点とされる当町において、政策課題解決に繋がる
官民連携事業を展開する民間企業との企画策定支援業務委託に係る経費を計上しています。

地方債 その他 一般財源

担当

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地方債 一般財源

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

・右ヶ谷キャンプ場の運営に係る経費を計上しています。施設老朽化等のため今年度は、ログキャ
ビンの利用は行わず、テントサイトのみの営業とします。
・菌床椎茸関連施設の選果場ラインシステムの更新を行います。

2,369

92,360(0)

国庫
（補助率）

県
（補助率）

商工費 商工費 商工振興費



款 7 項 1 目 1

【主な財源】

継続 地域商業等支援事業費補助金　1,991

【事業概要】

【主な経費】

継続 商工会補助金　7,840

継続 地域商業等支援事業費補助金　3,982

継続 創業チャレンジ支援事業費補助金　700

継続 中小企業育成資金利子補給金　1,860

拡大 小規模店舗連携活動支援事業補助金　7,888

新規 住宅改修支援事業補助金　7,000

款 7 項 1 目 2

【主な財源】

新規 ふるさと応援基金繰入金　400

継続 まちづくり基金繰入金　8,270

継続 石見観光振興協議会助成金　45

【事業概要】

【主な経費】

継続 観光素材活用対策等広告料　1,584

継続 しまねふるさとフェア事業負担金　800

継続 観光協会補助金　4,386

新規 津和野街道交流協議会負担金　400

企画課商工費

産業課

（1/2）

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債

事　業　名

商工費

県
（補助率）

・商業機能の維持・向上などに取り組む町内事業者を支援することで、地域経済の活性化及び買い
物環境の維持・改善を図ります。また、地域の産業育成及び商工振興を図るため、創業経費等を補
助します。
・住宅改修への支援の対象範囲を拡充します。

・交流施設、温泉施設等の情報を発信し、交流人口の拡大を図ります。
・島根県、益田圏域等と広域的に連携し、交流人口の拡大を図ります。
・観光協会と連携した吉賀町らしい観光交流に取り組みます。

観光振興対策費

(9,235)

002 商工振興総務費

8,722

財　　源　　内　　訳

40,052
国庫

（補助率）

事　業　名
事業費
(前年度)

担当

8,715 7

(38,318)
1,991

6,055 32,006

地方債 その他 一般財源

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

002

商工費 商工費 商工振興費

その他 一般財源

観光費 担当



款 7 項 1 目 2

【事業概要】

【主な経費】

新規 省エネ化性能検証・基本設計委託料　17,160

款 7 項 1 目 3

【主な財源】

継続 地方創生推進交付金　300

継続 まちづくり基金繰入金　5,880

【事業概要】

【主な経費】

継続 首都圏の大学生との協働による地域課題研究委託料　600

継続 スポーツ文化交流促進事業補助金 　3,500

継続 移住体験プログラム支援事業補助金　1,120

継続 東京スカイツリー入館料補助金　144

一般財源

商工費

その他

観光施設管理費

商工費 商工費 商工費 担当 企画課

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

003

事業費
(前年度)

69,449

(57,514)

事　業　名

5,880 3

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

6,183
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

・田舎ツーリズムの推進による交流人口の拡大を図る経費を計上しています。
・大学生らを中心にスポーツによる交流人口の拡大を図る経費を計上しています。
・ふるさと会や益田圏域連携事業に要する経費を計上しています。

002

24,590 44,859

県
（補助率）

地方債

(6,445)
（1/2）

商工費 企画課

都市交流推進事業費

都市農村交流費 担当

300

・公園施設（水源会館､水源公園､深谷公園､みろく公園等）、交流施設（ログハウス村、長瀬自然
公園､仙人の掌等）に要する経費を計上しています。
・むいかいち温泉ゆ・ら・らの運営に要する経費を計上しています。



款 7 項 1 目 3

【主な財源】

継続 電気自動車用急速充電器使用料　42

【事業概要】

【主な経費】

継続 ＥＴＣ2.0　パンフレット作成　1,320

継続 道の駅かきのきむら施設管理委託料　3,419

継続 道の駅むいかいち温泉管理費補助金　2,133

継続 彫刻ワークショップ 報償費　100

款 8 項 1 目 1

【主な財源】

継続 急傾斜地崩壊対策事業分担金　37

新規 合併特例事業債　19,200

【事業概要】

【主な経費】

新規 公共事業等高度情報通信技術整備委託料　20,258

継続 急傾斜地崩壊対策事業負担金（椛谷）　750

一般財源

(9,396)

商工費 商工費 都市農村交流費

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

003 交流施設管理費

42

担当 企画課

事　業　名

・町内２か所の道の駅（かきのきむら、むいかいち温泉）に要する経費を計上しています。
・道の駅や彫刻の道を活用した情報発信等を行い、交流人口の拡大を図ります。

・航空写真を活用した道路台帳の電子化を行い、迅速な災害対応や設計発注の軽減等を図ります。
・急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命を保護するため、島根県が実施する土砂崩壊防止等工
事費の負担金を計上しています。

8,904

土木費 土木管理費 土木総務費 担当 建設水道課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

002 土木総務費

27,085
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

(6,838) 19,200 37 7,848

8,946 その他
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債



款 8 項 1 目 2

【主な財源】

継続 地籍調査事業負担金　23,668

【事業概要】

【主な経費】

継続 測量委託料　29,170

継続 地籍調査システム等使用料　1,362

款 8 項 2 目 1

【主な財源】

継続 社会資本整備総合交付金　3,927

【事業概要】

【主な経費】

継続 橋梁点検委託料　6,000

国庫
（補助率）

財　　源　　内　　訳

地籍調査事業費

35,313

事業費
(前年度)

事　業　名

一般財源

土木費

県
（補助率）

地方債 その他

（3/4）
(48,085)

23,668
11,645

土木費 土木管理費 土地対策費 担当 税務住民課

002

3,927

道路橋梁費 道路橋梁維持費 担当 建設水道課

事　業　名 財　　源　　内　　訳

004 橋梁維持管理費

6,140 地方債 その他 一般財源

(13,224) 2,213
（64.9%）

国庫
（補助率）

事業費
(前年度)

・町が主体となって、一筆ごとの土地の所有者、地番、地目・境界を確認し、面積を測量し、正確
な地籍図、地籍簿を整備します。
・〔継続地区〕沢田、白谷、広石、椛谷
・〔新規地区〕田野原、大野原

県
（補助率）

・橋梁の計画的な管理サイクル（点検、健全度判定、修繕・架け替え）の実施により、長寿命化に
よる低コストの橋梁維持を図ります。



款 8 項 2 目 1

【主な財源】

継続 社会資本整備総合交付金　5,881

新規 過疎対策事業債　6,800

【事業概要】

【主な経費】

継続 凍結防止剤等消耗品費　416

継続 除雪車両修繕料　5,650

継続 除雪委託料　10,000

継続 除雪車両リース使用料等　2,581

新規 歩道用小型乗用除雪車両購入費 　12,034

款 8 項 2 目 2

【主な財源】

継続 過疎対策事業債　14,800

継続 合併特例事業債　8,700

新規 緊急自然災害防止対策事業債　6,900

【事業概要】

新規 町道亀原線改良事業（測量）　9,201

継続 町道初見河津線改良事業（工事）　14,831

新規 町道初見河津線路肩補修事業（工事）　2,518

新規 町道七村線路肩改良事業（工事）　2,223

新規 星坂集会所裏水路整備事業（工事）　2,289

（64.9%）

国庫
（補助率）

県
（補助率）

一般財源

（定率）
17,291

1,000
6,800

道路橋梁費

財　　源　　内　　訳

道路橋梁維持費 担当

事業費
(前年度)

地方債 その他

005 除雪費

建設水道課

事　業　名

土木費

(29,780)

・冬季も安心して道路を利用できるよう、除雪作業に取り組みます。

土木費 道路橋梁費
道路橋梁新設
改良費

担当 建設水道課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

003
道路新設改良単独

事業費

31,062
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

(36,540) 30,400 662

5,881

30,972



款 8 項 2 目 2

【主な財源】

新規 維持補修費（津和野町）負担金　40,000

継続 社会資本整備総合交付金　26,834

継続 過疎対策事業債　14,100

【事業概要】

【主な経費】

継続 町道唐人屋トンネル補修工事費　81,000

款 8 項 2 目 2

【主な財源】

継続 社会資本整備総合交付金　89,012

継続 過疎対策事業債　30,900

新規 合併特例事業債　16,700

【主な経費】

新規 町道沖場河内線庄屋橋撤去事業　20,447

新規 町道河内線河内２号橋改修事業　10,263

新規 町道鹿足河内線鹿足河内１０号橋改修事業　10,153

新規 町道鹿足河内線鹿足河内１３号橋改修　11,090

継続 町道福川長崎線三之瀬橋改修事業　20,348

新規 町道七日市皆富線吉賀橋改修事業　10,126

新規 町道中河内線鈴ヶ谷橋改修事業　15,342

継続 町道馬橋線馬橋改修事業　10,222

新規 大橋橋撤去事業　30,000

財　　源　　内　　訳

道路橋梁新設
改良費

81,000
国庫

（補助率）
県

（補助率）
一般財源

14,100

土木費 道路橋梁費

(13,044)
26,834

建設水道課

事　業　名
事業費
(前年度)

担当

40,000 66

004
道路新設改良補助

事業費

地方債 その他

（64.9%）

2,169
（64.9%）

・将来の道路トンネルの安全性・信頼性を持続して保持できるよう補修工事を実施することで、ト
ンネルの適切な維持管理による機能確保と長寿命化を図ります。

土木費 道路橋梁費
道路橋梁新設
改良費

担当 建設水道課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

006
橋梁新設改良
補助事業費

138,781
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

(178,395)
89,012

47,600



款 8 項 3 目 2

【主な財源】

新規 緊急自然災害防止対策事業債　6,300

【事業概要】

【主な経費】

新規 森ヶ谷河川改良工事測量設計委託料　2,739

新規 有ヶ迫河川改良工事費　3,630

款 8 項 5 目 1

【主な財源】

継続 社会資本整備総合交付金　7,700

【事業概要】

【主な経費】

継続 修繕料　5,000

継続 施設設備保守委託料（浄化槽・消防設備・エレベーター等）　1,057

6,369

税務住民課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

河川改良費 担当 建設水道課

国庫
（補助率）

県
（補助率）

その他

7,700
002

一般財源

(7,475) 6,300 69

公営住宅等管理費

河川改良単独事業費

土木費 河川費

その他

事　業　名
事業費
(前年度)

7,779 一般財源

住宅管理費

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債

79

地方債

・公営住宅等の管理に要する経費を計上しています。適正な維持補修を行い、良好な住宅管理を行
ないます。

土木費 住宅費 担当

財　　源　　内　　訳

003

(11,813)
（45％）

・今後の大雨や洪水等による河川の氾濫、浸水被害を防止するため、整備事業を行います。



款 8 項 5 目 2

【主な財源】

継続 社会資本整備総合交付金　39,938

継続 公営住宅建設事業債　82,700

新規 合併特例事業債　11,800

【事業概要】

【主な経費】

継続 設計委託料（沢田、新横立）　5,609

継続 監理委託料（沢田、中原、新横立）　5,947

継続 建設工事（沢田）　97,982

継続 解体工事（中原、新横立）　23,320

款 9 項 1 目 1

【主な財源】

継続 過疎対策事業債　4,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 通常分負担金　157,343

継続 設備整備負担金　4,726

土木費 住宅費 住宅建設費

003

公営住宅等
整備事業費

002

(167,045)

その他 一般財源

4,000

135,442
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債

税務住民課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

その他
国庫

（補助率）
県

（補助率）
一般財源

担当

94,500 1,004
（1/2）

(117,235)
39,938

常備消防費

・吉賀町公営住宅等長寿命化計画に基づき、安心して暮らせる公営住宅の整備や管理を行うため、
公営住宅の長寿命化の取組みや老朽化した公営住宅は計画的な建替え・解体を実施します。
　〔継続〕沢田団地、中原団地
　〔新規〕新横立団地

消防費 消防費 常備消防費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

162,069

財　　源　　内　　訳

地方債

158,069

・益田地区広域市町村圏事務組合益田広域消防に係る通常分負担金です。
・益田地区広域市町村圏事務組合設備整備事業（消防車両整備）に伴う負担金です。



款 9 項 1 目 2

【主な財源】

新規 石油貯蔵施設立地対策等補助金　3,468

【事業概要】

【主な経費】

継続 消防団用備品購入費　1,608

新規 消防用機械器具購入費　3,500

継続 島根県消防協会負担金　106

款 9 項 1 目 2

【主な財源】

継続 消防団員退職報償金　5,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 消防団員報酬　7,802

継続 退職報償掛金　5,760

継続 出動・操法等費用弁償　8,887

継続 婦人及び幼年防火クラブ運営補助金　160

担当 総務課

事　業　名

非常備消防費

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

003 消防団等活動事業費

29,132 地方債 その他
国庫

（補助率）
県

（補助率）

・消防団員は地域における消防防災のリーダーとして、平常時・非常時を問わず地域に密着し、住
民の安心と安全を守るという重要な役割を担います。
・消防出初式、消防操法大会等に要する経費を計上しています。

消防費 消防費

一般財源

(30,732) 5,000 24,132

・地震、局地的な豪雨等による災害が各地で頻発し、住民の生命、身体及び財産を災害から守るた
めの地域防災力の重要性が増大しているなか、消防団の使用機器・安全装備の充実を図ります。

消防費 消防費 非常備消防費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

002 非常備消防総務費

(2,490)
3,468

その他 一般財源

2,091
定額

県
（補助率）

地方債5,559
国庫

（補助率）



款 9 項 1 目 4

【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　3,070

継続 自衛官募集事務費委託金　25

【事業概要】

【主な経費】

新規 災害対策費用保険料　573

新規 ハザードマップ更新作業委託料 　2,585

継続 防災資機材整備事業補助金　2,173

継続 自主防災組織活動事業補助金　733

継続 防災士資格取得補助金　66

款 9 項 1 目 4

【主な財源】

継続 緊急防災・減災事業債　324,900

【事業概要】

【主な経費】

新規 監理業務委託料　8,217

新規 建設工事費　316,600

県
（補助率）

防災総務費
25

事　業　名

消防費

002

消防費

その他
国庫

（補助率）

消防費

一般財源

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

（定額）

担当 総務課

地方債

3,070 4,388

324,955 地方債 その他 一般財源
防災設備等
整備事業費

(226,529) 324,900 55

県
（補助率）

国庫
（補助率）

事業費
(前年度)

防災費

7,483

(4,524)

事　業　名 財　　源　　内　　訳

004

・地域における自主防災組織の組織化を図るため、防災資機材の整備や自主防災組織の活動に対し
助成します。
・自然災害による被害の軽減や防災対策に使用する目的で、被災想定区域や避難場所・避難経路な
どの防災関係施設の位置などを表示した地図（ハザードマップ）を更新します。

消防費 防災費 担当 総務課

・システムの導入により災害発生前後の情報伝達の確実性を向上させ、迅速な対応・避難等につな
げます。
・令和3年度までを契約期間（債務負担行為）とし、総事業費597,586千円を計画します。



款 9 項 1 目 4

【主な財源】

継続 社会資本整備総合交付金　1,290

継続 住宅・建築物耐震改修等事業補助金　200

【事業概要】

【主な経費】

継続 木造住宅耐震化等促進事業費補助金　1,780

継続 ブロック塀等安全確保事業費補助金　800

款 10 項 1 目 2

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

新規 小中学校地域教育イントラネットシステム等保守委託料　3,278

新規 校内ＬＡＮ及び小中学校教育用コンピュータシステムリース使用料等　16,533

消防費 消防費 防災費 担当

事業費
(前年度)

税務住民課

事　業　名 財　　源　　内　　訳

事務局費

国庫
（補助率）

県
（補助率）

200

教育委員会

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

004
事務局施設
整備事業費

19,811
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

1,290

（1/2） （1/4）
(2,780)

その他 一般財源地方債

002 防災総務費

2,580

1,090

(0) 19,811

・耐震改修促進計画に基づき、木造住宅の耐震改修等に要する経費の一部を助成します。
・地震発生時のブロック塀等の倒壊等による被害を防止するため、危険性の高いブロック塀等の撤
去に要する経費の一部を助成します。

教育費 教育総務費 担当

・児童・生徒１人１台端末及び高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備するとともに、並行
してクラウド活用推進、ICT機器の整備調達体制の構築、利活用優良事例の普及等を進めます。



款 10 項 1 目 2

【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　4,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 サクラマスプロジェクト協議会委員報酬　152

継続 サクラマスプロジェクト地域会議補助金　2,765

継続 子どもと先生夢ゆめ交付金　1,000

款 10 項 1 目 3

【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　21,800

継続 職員等給食費徴収金　6,851

【事業概要】

【主な経費】

継続 賄材料費　28,707

継続 蔵木・朝倉給食運搬業務委託料　2,636

継続 島根県学校栄養士会負担金　33

教育費 教育総務費 事務局費 担当 教育委員会

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

009
サクラマスプロジェクト

事業費

国庫
（補助率）

県
（補助率）

教育委員会

51,576
国庫

（補助率）

その他

学校給食費

56

地方債

地方債 その他 一般財源

一般財源

学校給食総務費002

4,056

(4,057) 4,000

県
（補助率）

教育総務費 担当教育費

28,651 22,925

・Ⅰ豊かな学び・体験の充実、Ⅱ子どもの地域活動の充実、Ⅲ地域の教育力の充実を柱に推進協議
会を設置し、プロジェクトの推進を図ります。
・子どもたちに夢と自信を持たせ、やる気や学ぶ意欲を引き出すために学校が創意工夫して取り組
む特色ある教育活動を支援します。

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

(48,671)

・学校給食に要する経費を計上しています。
・小中学校給食費の無償化を行い、子育て世帯の経済的支援を行います。



款 10 項 4 目 2

【主な財源】

継続 サクラマス交流センター使用料　15,628

継続 市町村交流施設利用寄宿舎運営費補助金　5,571

継続 ふるさと創生基金繰入金　8,140

【事業概要】

【主な経費】

継続 ハウスマスター等報酬　12,501

継続 光熱水費　3,830

継続 賄材料費　10,368

款 10 項 4 目 1

【主な財源】

【事業概要】

【主な経費】

新規 統括コーディネーター報酬　3,974

新規 講師謝礼　500

・町外・県外からの吉賀高校生の交流研修施設であるサクラマス交流センターの運営管理に要する
経費を計上しています。
・多感な時期に親元を離れる生徒たちのために、ハウスマスターや管理人、栄養士・調理員、支援
室職員と一体となり施設運営を行います。

社会教育費教育費

サクラマス交流
センター管理費

事　業　名

5,571
(28,624) 24,128 7

（定額）

事業費
(前年度)

教育費 社会教育費 社会教育総務費 担当

事業費
(前年度)

国庫
（補助率）

県
（補助率）

県
（補助率）

社会教育施設費

29,706
国庫

（補助率）

総務課

地方債

教育委員会

事　業　名 財　　源　　内　　訳

007
ふるさと人づくり
推進事業費

5,508 地方債 その他 一般財源

(0) 5,508

一般財源その他

財　　源　　内　　訳

担当

003

・人づくりの拠点となる公民館や関係機関と連携し、地域づくりに主体的に参画する人づくりを推
進するとともに、学習支援体制や公民館等の充実を図ります。
・社会教育機能の強化を行うための事業推進や公民館等への助言を行います。



総　務　課

補　助　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

吉賀高校国内研修補助金 1,400 800 800 0

吉賀高校振興会補助金 3,500 3,300 3,300 0

吉賀高校通学費補助金 5,673 6,720 6,782 62

吉賀高校生徒下宿補助金 0 960 240 ▲ 720

吉賀高校支援協議会補助金 0 100 300 200

地区防犯灯設置費助成 225 75 45 ▲ 30

交通安全母の会補助金 45 45 45 0

婦人防火クラブ運営補助金 100 100 100 0

幼年防火クラブ運営補助金 60 60 60 0

防災資機材整備事業補助金 2,713 2,130 2,173 43

自主防災組織活動事業補助金 473 610 733 123

防災士資格取得補助金 198 198 66 ▲ 132

防災士連絡会運営補助金 100 100 100 0

企　画　課

補　助　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

空き家活用集落担い手確保事業補助金 17,000 14,000 9,500 ▲ 4,500

ＵＩターン子育て支援事業補助金 3,700 3,400 3,100 ▲ 300

出会い創出応援事業補助金 900 900 300 ▲ 600

空き家家財等処分推進事業補助金 1,300 1,000 800 ▲ 200

子育て世代住宅取得資金利子補給金 1,650 2,050 1,701 ▲ 349

移住希望者来町支援事業補助金 350 350 350 0

民間賃貸住宅建設補助金 12,000 7,000 7,000 0

わくわく島根生活実現支援事業費補助金 0 0 2,000 2,000

生活バス路線確保対策事業補助金 34,797 39,450 43,835 4,385

CATV新規加入者助成金 1,620 1,635 1,649 14

企業立地促進助成金 6,390 9,026 545 ▲ 8,481

企業誘致視察補助金 350 150 0 ▲ 150

太陽光発電導入促進事業補助金 1,700 1,275 1,020 ▲ 255

太陽熱利用設備導入促進補助金 1,500 1,500 900 ▲ 600

木質バイオマス熱利用設備導入促進事業補助金 1,330 1,064 1,064 0

長瀬地域交通対策事業補助金 250 250 250 0

生活交通再構築実証事業補助金 0 0 1,500 1,500

げんき地域づくり事業補助金 1,600 1,000 850 ▲ 150

自治会活動保険補助金 901 868 868 0

自治振興奨励金 8,037 7,937 7,937 0

自治振興交付金 10,000 10,000 10,000 0

雇用促進及び資格取得支援助成金 3,000 1,900 1,000 ▲ 900

観光協会補助金 5,010 4,819 4,386 ▲ 433

石見神楽出張上演補助金 100 90 90 0

神楽競演大会補助金 160 0 0 0

道の駅むいかいち温泉管理費補助金 1,991 2,041 2,133 92

萩・石見空港利用促進事業補助金 1,422 1,560 1,440 ▲ 120

東京スカイツリー入館料補助 360 216 144 ▲ 72

移住体験プログラム支援事業補助金 1,320 1,120 1,120 0

スポーツ文化交流促進事業補助金 4,000 4,000 3,500 ▲ 500

８．令和２年度当初予算補助金
（単位：千円）



税務住民課

補　助　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

消費者問題研究協議会補助金 100 100 100 0

木造住宅耐震化等促進事業費補助金 890 1,780 1,780 0

ブロック塀等安全確保事業費補助金 0 1,000 800 ▲ 200

し尿処理体制整備補助金 1,202 0 0 0

柿木地域振興室

補　助　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

ふるさと夏まつり事業補助金 3,000 3,000 3,000 0

保健福祉課

補　助　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

成年後見人等支援補助金 552 216 552 336

社会福祉協議会補助金 58,404 57,804 59,010 1,206

社会福祉協議会施設改修等支援補助金 28,875 11,250 9,840 ▲ 1,410

緊急通報装置設置費補助金 16 16 16 0

緊急通報装置維持費補助金 84 84 84 0

老人クラブ補助金 1,260 1,260 1,260 0

社会福祉法人利用者負担軽減事業補助金 200 392 39 ▲ 353

敬老会事業補助金 2,400 2,460 2,500 40

手をつなぐ育成会補助金 0 78 78 0

精神障がい者家族会補助金 45 45 45 0

島根県ろうあ者大会実行委員会開催補助金 0 0 20 20

身体障がい者自動車改造費補助金 100 100 100 0

障がい者自立支援特別対策事業補助金 1,172 1,033 955 ▲ 78

婚姻による新生活支援事業費補助金 720 900 900 0

住居確保給付事業費補助金 204 204 204 0

法人保育所運営費補助金 520 520 520 0

障がい児保育事業補助金 5,040 5,040 5,040 0

地域活動事業補助金 250 250 200 ▲ 50

一時預かり事業補助金 4,474 4,379 4,092 ▲ 287

病後児保育事業補助金 500 500 500 0

延長保育事業補助金 200 200 200 0

保育施設等利用料助成事業補助金 0 0 600 600

保育施設等副食費助成事業補助金 0 0 4,428 4,428

保育の質の向上のための研修事業補助金 700 500 500 0

法人保育所施設修繕費補助金 1,000 1,000 1,000 0

法人保育所備品購入費補助金 0 750 0 ▲ 750

法人保育所整備事業費補助金 4,989 0 123,843 123,843

七光保育所建設利子補給金 253 219 185 ▲ 34

保育士正規職員化促進補助金 1,200 1,800 1,200 ▲ 600

保育士資格助成金 75 75 75 0

保育士確保補助金 100 100 100 0

保育所園庭整備補助金 4,000 4,000 4,000 0

子育て講座体験学習等補助金 400 400 200 ▲ 200

地域医療確保緊急対策事業補助金 194,214 194,214 210,214 16,000

医療従事者等確保対策補助金 17,640 14,040 0 ▲ 14,040

医療介護従事者確保支援補助金 0 0 7,803 7,803

食生活改善委員会補助金 250 250 330 80

妊産婦通院補助金 3,500 3,550 2,800 ▲ 750

妊娠出産包括支援事業補助金 0 487 0 ▲ 487

骨髄移植ドナー等支援事業補助金 0 231 231 0



産　業　課

補　助　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

農業公社補助金 10,640 9,766 11,816 2,050

土づくり事業費補助金 650 650 500 ▲ 150

有機ＪＡＳサポート事業補助金 100 60 60 0

みんなでつなげる有機の郷事業補助金 1,849 1,936 0 ▲ 1,936

土壌分析費補助金 50 0 0 0

経営所得安定対策事業補助金 1,326 916 982 66

農地流動化補助金 3,881 3,001 3,852 851

需要に応じた生産推進体制支援事業費補助金 225 100 0 ▲ 100

中山間地域等直接支払制度交付金 29,180 29,569 27,797 ▲ 1,772

自給率向上事業補助金 2,000 2,000 2,000 0

農林水産物販売促進活動補助金 600 450 300 ▲ 150

野菜等生産施設整備事業補助金 600 400 400 0

半農半Ⅹ支援事業補助金 5,400 7,860 7,860 0

農業次世代人材投資資金 7,500 9,750 7,500 ▲ 2,250

担い手育成アクションサポート事業補助金 100 100 100 0

環境保全型農業直接支払交付金 5,414 5,414 4,592 ▲ 822

新農林水産振興がんばる地域応援総合事業費補助金 23,795 32,949 0 ▲ 32,949

機構集積協力金 880 1,200 2,782 1,582

農業用ハウス等リース支援事業費補助金 0 0 3,332 3,332

アンテナショップ運営事業支援利子補給金 0 0 72 72

担い手集積支援金 0 0 2,500 2,500

水田活用園芸拠点づくり事業補助金 0 0 9,649 9,649

農業経営法人化支援事業費補助金 400 0 0 0

集落営農体制強化スピードアップ事業補助金 5,100 0 0 0

農産加工施設整備支援事業補助金 1,500 1,500 1,500 0

茶業振興補助金 2,587 1,875 0 ▲ 1,875

畜産経営維持緊急支援資金利子補給 13 11 9 ▲ 2

人工受精事業補助金 305 305 305 0

優良基礎牛導入事業補助金 300 150 150 0

乳和牛削蹄事業費補助金 40 40 40 0

農地維持支払交付金 4,942 4,942 5,002 60

資源向上支払交付金（共同活動） 3,249 3,249 3,011 ▲ 238

資源向上支払交付金（長寿命化活動） 3,906 3,906 1,818 ▲ 2,088

ハンター保険補助金 100 100 100 0

農作物等鳥獣被害防止対策事業補助金 1,900 1,659 2,937 1,278

狩猟免許取得促進事業補助金 106 76 270 194

狩猟免許等更新費軽減事業補助金 127 107 128 21

鳥獣捕獲器具整備事業補助金 500 500 500 0

森林整備地域支援事業交付金 4,650 3,300 3,920 620

簡易作業路開設及び修繕事業補助金 800 500 500 0

高津川流域産木材活用促進事業費補助金 1,800 1,800 1,800 0

高津川流域木材を生かした家具・建具づくり支援事業費補助金 500 500 500 0

木の駅プロジェクト事業推進費補助金 1,350 1,575 0 ▲ 1,575

きのこの里づくり事業費補助金 3,947 3,900 0 ▲ 3,900

アユ種苗生産施設整備補助金 3,116 3,139 0 ▲ 3,139

商工会補助金 8,355 7,595 7,840 245

認定職業訓練事業補助金 450 104 224 120

中小企業育成資金利子補給金 883 1,664 1,860 196

緊急信用保証料補給金 3,000 3,400 3,400 0

産業活性化支援事業補助金 590 850 550 ▲ 300

小規模事業者経営改善資金利子補給金 269 399 482 83



産　業　課

補　助　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

中小企業設備貸与制度保証金補助金 200 200 0 ▲ 200

小規模店舗連携活動支援事業補助金 6,980 6,980 7,888 908

住宅改修促進事業補助金 7,000 7,000 0 ▲ 7,000

住宅改修支援事業補助金 0 0 7,000 7,000

全国若手ものづくりシンポジウム開催補助金 500 0 0 0

地域商業等支援事業費補助金 6,000 3,200 3,982 782

創業チャレンジ支援事業補助金 2,200 700 700 0

地域おこし協力隊起業支援補助金 1,000 1,000 1,000 0

建設水道課

補　助　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

浄化槽維持管理費補助金 14,196 13,867 14,146 279

個別合併処理浄化槽設置費補助金 6,210 4,140 7,710 3,570

農地農業用施設整備事業補助金 2,000 1,500 1,500 0

農地有効利用支援整備事業補助金 1,032 300 177 ▲ 123

県単農地集積促進事業補助金 8,500 22,500 0 ▲ 22,500

土地改良区補助金 8,585 10,088 9,864 ▲ 224

教育委員会

補　助　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

特別支援学級活動補助金 448 436 600 164

小学校体育連盟補助金 372 335 256 ▲ 79

中学校体育大会出場補助金 4,149 3,974 4,371 397

小学校修学旅行補助金 327 318 477 159

中学校修学旅行補助金 974 651 691 40

学校教育研究会補助金 465 385 355 ▲ 30

サクラマスプロジェクト地域会議補助金 2,935 2,765 2,765 0

子どもと先生夢ゆめ交付金 1,500 1,000 1,000 0

吉賀地区同和教育連絡会補助金 350 350 350 0

青少年健全育成協議会補助金 285 285 285 0

子ども会補助金 130 130 130 0

連合婦人会補助金 946 946 946 0

各種スポーツ等補助金 957 962 975 13

体育協会補助金 3,000 3,000 3,000 0

夢花マラソン補助金 1,800 1,800 1,800 0



議会事務局

負　担　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

島根県町村議会議長会 1,632 1,822 1,833 11

鹿足郡町村議会議長会負担金 205 205 205 0

島根県町村監査委員協議会負担金 30 30 50 20

総　務　課

負　担　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

島根県市町村総合事務組合経常負担金 341 341 341 0

島根県市町村総合事務組合公務災害認定審査負担金 14 14 0 ▲ 14

津和野地区安全運転管理者協会負担金 61 61 61 0

鹿足郡町村会負担金 287 244 244 0

平和首長会議会費 2 2 2 0

浜田高等学校定時制・通信制支援協議会負担金 20 20 24 4

外部システム利用負担金 1,302 332 0 ▲ 332

地方公共団体情報システム負担金 45 145 145 0

しまねセキュリティクラウド利用負担金 1,859 1,880 1,890 10

しまね電子申請サービス負担金 112 63 64 1

島根県電子調達システム負担金 495 382 401 19

番号カード関連事務交付金 1,566 3,774 4,681 907

石見法律相談センター負担金 50 50 44 ▲ 6

鹿足郡防犯連合会負担金 380 380 390 10

鹿足郡交通安全協会負担金 674 692 674 ▲ 18

益田地区広域市町村圏事務組合負担金 161,661 158,859 157,343 ▲ 1,516

益田地区広域市町村圏事務組合設備整備負担金 4,026 8,186 4,726 ▲ 3,460

島根県消防協会負担金 109 108 106 ▲ 2

島根県防災システム管理運営負担金 930 364 428 64

企　画　課

負　担　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

生活バス路線確保対策事業負担金 2,720 3,182 3,437 255

益田地区広域市町村圏事務組合負担金 4,444 4,428 3,886 ▲ 542

鹿足郡事務組合負担金 15,721 16,105 16,018 ▲ 87

島根県過疎地域対策協議会負担金 140 157 146 ▲ 11

島根県企業誘致対策協議会負担金 51 51 56 5

山口線利用促進協議会負担金 24 24 24 0

島根県鉄道整備連絡調整協議会負担金 3 3 0 ▲ 3

萩・石見空港利用拡大促進協議会負担金 1,166 1,154 1,154 0

島根県立大学支援協議会負担金 3 3 3 0

益田鹿足雇用推進協議会負担金 13 13 13 0

島根県西部勤労者共済会負担金 426 426 426 0

しまねふるさとフェア事業負担金 800 800 800 0

島根県観光連盟負担金 119 119 119 0

島根県自然公園協会負担金 23 23 23 0

岩国益田観光連絡協議会負担金 100 100 100 0

石見観光振興協議会負担金 48 48 47 ▲ 1

中国道の駅連絡会負担金 80 80 80 0

全国道の駅連絡会負担金 40 40 40 0

浄化槽利用負担金 1,275 0 0 0

しまね国際観光推進協議会負担金 0 15 15 0

全国観光地所在町村協議会負担金 0 0 8 8

モンベルフレンドフェア負担金 0 0 55 55

津和野街道交流協議会負担金 0 0 400 400

９．令和２年度当初予算負担金
（単位：千円）



税務住民課

負　担　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

島根県国土調査協会負担金 42 45 36 ▲ 9

全国国土調査協会負担金 59 57 44 ▲ 13

資産評価システム研究センター負担金 30 30 0 ▲ 30

地方税電子化協議会負担金 106 114 132 18

租税教育推進協議会負担金 5 5 5 0

島根県戸籍事務協議会負担金 9 9 9 0

益田人権擁護委員協議会負担金 46 46 46 0

部落解放同盟島根県連合会石西支部負担金 152 152 152 0

鹿足郡不燃物処理組合負担金 74,752 43,194 36,575 ▲ 6,619

鹿足郡不燃物処理組合設備整備負担金 8,236 67,264 37,090 ▲ 30,174

益田地区広域市町村圏事務組合負担金 56,292 54,258 56,242 1,984

鹿足郡事務組合 28,351 28,460 30,266 1,806

島根県住宅供給公社使用料負担金 640 800 400 ▲ 400

保健福祉課

負　担　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

益田鹿足成年後見センター会費 20 20 20 0

民生児童委員協議会負担金 499 500 565 65

鹿足郡養護老人ホーム組合負担金 14,988 17,438 21,000 3,562

鹿足郡養護老人ホーム組合設備整備負担金 4,212 0 0 0

益田鹿足地方入所判定運営協議会負担金 80 80 80 0

保険者ネットワーク管理運用負担金 0 20 21 1

益田地区広域市町村圏事務組合負担金 235 227 226 ▲ 1

つどいの広場全国連絡協議会負担金 8 8 8 0

島根県保育協議会負担金 14 11 11 0

鹿足郡保育研究会負担金 19 20 18 ▲ 2

保育所運営費負担金 297,039 317,160 315,450 ▲ 1,710

第二次救急医療負担金 5,818 5,818 5,818 0

島根県食品衛生協会益田支所負担金 59 59 59 0

産科医等確保支援事業負担金 160 160 160 0

周産期医療維持・継続等支援負担金 240 240 240 0

精神障がい者通院支援負担金 628 628 628 0

産　業　課

負　担　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

島根県農業会議負担金 182 182 182 0

益田地域農業委員会協議会負担金 28 75 27 ▲ 48

島根県市町村農林水産業振興対策協議会負担金 29 29 29 0

島根西部農業後継者育成確保連絡協議会負担金 66 66 66 0

石西地域農林振興協議会負担金 141 141 141 0

全国市町村農林水産業振興対策協議会負担金 40 40 40 0

農業公社会費 600 600 600 0

全国棚田協議会負担金 30 30 30 0

環境王国連絡協議会負担金 44 44 44 0

石西地区農業共済組合負担金 63 0 0 0

島根県農業共済組合負担金 0 67 58 ▲ 9

島根県緑化推進委員会負担金 68 68 68 0

高津川流域林業活性化センター負担金 110 111 111 0

全国森林環境税創設促進連盟負担金 20 0 0 0

森林・山村多面的機能発揮対策事業負担金 190 0 376 376

島根県公社造林推進協議会負担金 70 57 70 13

高津川漁業振興協議会負担金 299 299 299 0

石見特産品商談会負担金 0 30 30 0

全国源流の郷協議会負担金 0 50 50 0



建設水道課

負　担　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

島根県浄化槽普及管理センター負担金 4 3 4 1

島根県農業農村整備推進協議会負担金 31 33 60 27

島根県土地改良連合会負担金 234 231 230 ▲ 1

高津川地区中山間活性化推進協議会負担金 5 5 5 0

朝倉地区圃場排水路負担金 104 104 104 0

注連川地区圃場排水路負担金 154 154 154 0

高津川地区中山間地域総合整備事業負担金 4,500 1,950 0 ▲ 1,950

農地環境整備事業負担金 12,000 7,500 3,000 ▲ 4,500

農業競争力強化基盤整備事業負担金 9,625 22,350 36,750 14,400

農地中間管理機構関連農地整備事業負担金 0 0 4,000 4,000

島根県森林協会負担金 87 73 133 60

林道研究会負担金 3 3 3 0

治山研究会負担金 3 3 3 0

急傾斜地崩壊対策事業負担金 3,950 750 750 0

県営事業負担金 19,950 7,350 0 ▲ 7,350

島根県土木協会負担金 169 118 190 72

鹿足土木協会負担金 158 156 153 ▲ 3

全国治水砂防協会島根県支部負担金 14 75 53 ▲ 22

中国国道協会負担金 30 30 30 0

吉賀匹見線期成同盟会負担金 50 50 50 0

山陰自動車道整備促進期成同盟会負担金 16 16 16 0

浜田市津和野町間幹線道路整備推進協議会負担金 10 10 10 0

高津川水系治水砂防期成同盟会負担金 116 116 116 0

建設技術協会負担金 7 7 7 0

島根県公共工事積算共同利用システム運営協議会負担金 210 212 231 19

教育委員会

負　担　金　名 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 前年比

発電関係市町村全国協議会負担金 10 10 10 0

島根県市町村教育委員連合会負担金 11 11 7 ▲ 4

益田鹿足市町教育委員連合会負担金 37 36 36 0

島根県市町村教育委員会教育長会負担金 26 26 26 0

鹿足郡学校保健会負担金 33 33 33 0

鹿足郡特別支援教育育成会負担金 32 32 32 0

益田地区教科書用図書採択協議会負担金 28 113 103 ▲ 10

島根県学校医部会負担金 30 30 30 0

少年の主張鹿足郡大会負担金 19 19 19 0

鹿足郡小学校長会負担金 204 204 204 0

鹿足郡中学校長会負担金 182 136 139 3

鹿足郡学校教育研究会負担金 229 214 243 29

鹿足郡中学校体育連盟負担金 109 102 96 ▲ 6

鹿足郡小中学校結核対策協議会負担金 18 18 18 0

島根県学力調査負担金 270 0 0 0

派遣指導主事負担金 1,957 1,975 1,990 15

学校栄養士会負担金 42 33 33 0

島根県同和教育推進協議会連合会負担金 10 10 10 0

島根県社会教育委員連絡協議会負担金 9 9 9 0

島根県子ども会連合会負担金 6 6 6 0

派遣社会教育主事負担金 1,957 1,975 1,990 15

鹿足郡ＰＴＡ連合会負担金 38 38 38 0

芸術文化とふれあう協議会負担金 133 131 131 0

いのち・愛・人権展益田鹿足実行委員会負担金 0 76 0 ▲ 76

街灯組合負担金 2 2 2 0

島根県公民館連絡協議会負担金 15 15 16 1

益田鹿足公民館協議会負担金 19 19 19 0

島根県公共図書館協議会負担金 7 7 7 0

島根県スポーツ推進委員協議会負担金 16 16 16 0

鹿足郡体育協会負担金 276 276 276 0
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